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要約：ソマリアでは、1991 年以降今日に至るまで、実効的な領域統治を行うことができ

る政府が不在である。しかも、この政治現象は「紛争」という範疇の問題としてだけでは

理解できない非常に複合的な問題を提起している。本報告では、ソマリアをめぐって行わ

れてきた錯綜した概念利用の中にソマリアに関わるどのような問題が読み込まれている

かに関して考察することを試みる。 
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はじめに 

 

 ソマリアでは、1991 年以降今日に至るまで、実効的な領域統治を行うことができる政府

が不在であることはよく知られている。しかも、この政治現象は「紛争」という範疇の問

題としてだけでは理解できない非常に複合的な問題を提起している。そのために、ソマリ

アにおける現象理解に紛争という概念を適用するには一定の留保が必要と思われるため、

本章では括弧を付す形で用いることとする。 

筆者はソマリアが提起する問題を「崩壊国家」（collapsed state）という国家のあり方とし

て認識し、議論する必要があることにたびたび言及してきた。しかし、ソマリアを論じる

際に提起された概念は「崩壊国家」に限られているわけではない。使われている英語（日

本語）が同じで順番を入れ替えただけでありつつも、「国家崩壊」（state collapse）や「国家

失敗」（state failure）といった概念を用いた議論も行われている。一般には、ソマリアの状

況を捉えるために、こうした概念を明示的には区別せずに、互換的に用いていると考えら

れる。これは、対象となる国家のあり方が異なるにもかかわらず、ガバナンスが弱く国内
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が混乱している国家を日本語で「破綻国家」（英文では failed state と collapsed state 両方を

含意する）という概念を用いて理解しようとする傾向が見られることにも表われており、

世界の各地域で生起している様々な状況の分節的な理解をむしろ妨げている。 

そこで、本報告では、こうした錯綜した概念利用の中に特に 1991 年のシアド・バーレ政

権崩壊以降実効的な政府を持つことができずに 20 年近い時間を費やしているソマリアに

関わるどのような問題が読み込まれているかに関して考察することを試みることにしたい。

敷衍すれば、本報告の狙いは、こうした様々な概念群が生成される背景にある、ソマリア

社会、国際社会に内在化されている問題・課題を改めて説き起こすことを通じ、この事例

を通じて垣間見ることのできる 21 世紀の国家形成の可能性と不可能性に関わる問題系を

改めて提起し検討することである。 

 

 

第 1 節 ソマリアにおける「紛争」とその経緯 

 

 1991年以降のソマリアは基本的には 3つに分断されているというのが一般的な認識であ

る。北西部には英領ソマリランドの領土を基本的には版図として 1991 年 5 月 18 日に「独

立」を宣言したものの、国際的な国家承認を受けていないソマリランド、北東部には 1998

年に自治政府を樹立したプントランド、そして、以下でも述べるように、様々な政府樹立

の試みがなされ、現在暫定連邦政府（Transitional Federal Government: TFG）が設立されて

いるものの、イスラム主義勢力による激しい戦闘が繰り広げられており、実効的な支配を

実現できていない中・南部ソマリアである。ここでは、中・南部ソマリアを中心に「紛争」

の対立軸の変化を中心に、その経緯を概観しておくことにしたい。 

 

1. 「紛争」の対立軸 

 

ソマリアにおける「紛争」の対立軸の中で、主要なものとして指摘されてきたのがクラン

である（図 1 を参照）。クラン間の関係は、シアド・バーレ時代における「分断統治」の影

響を受けて著しく悪化し、ソマリ研究の中ではクラニズム（clannism）、あるいは部族主義

（tribalism）と称されるようなクラン間の対立の構図が産み出されてきた。オガデン戦争

後の 1980 年代に設立された反政府勢力は、政権中枢から排除され抑圧対象となったクラン、

さらにはサブクランによるものが主であった。1990 年代の対立軸は、当初国連の平和執行

への対抗をも読み込む形で展開してクランを基盤とした「軍閥」間の対立の色彩を帯びた

ものであり、まさにクラニズムが表出する形で「紛争」が展開した。1991 年に「独立」し

た「ソマリランド」も、バーレ政権下で抑圧された北西部居住の主要クランであるイサッ

クを基盤としたソマリ国民運動（Somali National Movement: SNM）が主導したものである。 
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バーレ政権が崩壊した後、基本的には実効的な統治能力を有する政府が存在しない、いわ

ゆる「無政府状態」が継続することになり、これに対して先にも示したような様々な概念

で把握しようとする議論が出てくることになった。「無政府状態」ではあったものの、こう

した状況下におかれたソマリ社会自体が混乱状況にあったわけではない。むしろ、バーレ

政権の世俗主義的な政策の中でその役割を後退させざるを得なかったイスラムの影響力が

増大し、新たに形成されない政府に代替してシャリーア（イスラム法）に基づく正義／司

法を実現するイスラム法廷が設立されるなどの動きが加速化することになった。そして、

その中でシャリーア適用にかかわる立場の相違が次第にひとつの対立軸を構成するように

なる。さらに、国外要因として、オガデン戦争の事例にもみられるように隣国エチオピア

（それを反映したエリトリア）との関係を中心とした「アフリカの角」地域における地政

学的な要因、さらには 1998 年のタンザニア、ケニアでのアメリカ大使館同時爆破テロ、9.11

以降の「テロとの戦い」のもとでのアメリカの「アフリカの角」地域への対応といった国

際政治の力学に基づく要因が新たに組み入れられ複合的に影響を及ぼす形で、ソマリアに

おける「紛争」の図式が変化してくることにもつながってきた。 

 ただし、ソマリアにおける「紛争」を考える場合には、経験的な観点から留意する必要

がある問題がある。1990 年代前半に激しい戦闘が見られたものの、その後 1990 年代後半

には、対立はむしろ様々な地域に細分化されていく傾向を強め、2010 年 2 月現在報道され

ているような、勢力圏の拡大を目指した激しい戦闘は必ずしも行われてこなかったという

側面である。国際社会の関与を見ても、1993 年の「ブラックホークダウン」以降、「忘れ

られた紛争」という色彩を強め、「軍閥」（warlords）1勢力間のある種の均衡状態が生まれ

ていたのである。激しい戦闘が再燃する形での「紛争」の現象化は、外部勢力主導の暫定

的な政府の樹立（近年の議論における「国家建設」［state-building］）の試みがおこなわれ、

その実現をめぐる外部勢力の関与がみられる時期にある程度対応していることである。 

 

2. 暫定的な時期区分と主な特徴2 

 

 ソマリアにおける「紛争」を考える際、オガデン戦争以降を「紛争」状況と考えた場合、

基本的に以下の 9 つの局面に暫定的に分けて考えることができる。 

 第 1 期は、1978 年から 1988 年 5 月であり、バーレ政権下での特定クランの優遇政策が

行われたことへの対抗紛争という状況が生まれた局面である。ここでは、政府軍と「排除」

されたクランが結成した複数の反政府部武装勢力3との間の対立という性格を有していた。 

                                                      
1 「軍閥」という形での概念化が提起する問題点に関しては、Marchal［2007］を参照のこ

と。 
2  本項は遠藤 ［2009b］を元に加筆修正したものである。 
3 ここには、ソマリア救国民主戦線（Somali Salvation Democratic Front: SSDF）、USC、ソマ
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 第 2 期は 1988 年 6 月から 1991 年 1 月であり、バーレ体制末期の国内の反政府勢力への

抑圧が強化され、物理的破壊を伴う攻撃が特に北西部の現在のソマリランドに対して行わ

れた時期である。対立軸と対立する勢力は第 1 期を踏襲しているものの、1989 年 7 月には

2000 人の反政府活動家を逮捕したほか、9 月には政府軍による激しい弾圧が行われた。そ

のため、1990 年には人権侵害を理由として海外からの援助が停止され、結果的にはバーレ

体制が首都モガディシュの外には支配が及ばない状況を招き、バーレは「モガディシュの

市長」（’Mayor of Mogadishu’）と考えられるほどにその支配力を喪失する状況に至った

（Lewis［2002: 262］）。そして、1991 年 1 月には反政府部武装勢力のモハメド・ファラー・

アイディード（Mohamed Farah Aideed）率いるハウィヤ主体の統一ソマリア会議（United 

Somali Congress: USC）の民兵が一斉に蜂起し、首都モガディシュで激しい戦闘を行って、

軍・警察の本部を占拠したほか、大統領府にも進攻し、シアド・バーレを追放した。 

 第 3 期は 1991 年 1 月から 1995 年 3 月であり、政府の樹立を志向した紛争の局面である

（これは第 1 次モガディシュ戦争とも呼ばれている）。争点としては、国連の平和執行への

対抗を軸とした「軍閥」間の対立が主なものであった。南部において、主要な勢力となっ

たのがソマリ国民連合（Somali National Alliance: SNA）であった。SNA は 1991 年 8 月に

USC から分裂する形でモハメド・ファラー・アイディードにより設立されたクラン横断的

な勢力で、南部地域に影響力を拡大する形となった。この SNA がソマリアに対する、これ

までのところ「最後の」積極的な国際社会による関与となった国連 PKO 活動と対峙し、激

しい戦闘を交わす形となったのである。そして、1993 年 10 月のいわゆる「ブラックホー

クダウン」以降、国際社会のソマリアからの撤退が決定的となった。北部では、この時期

に「独立」を宣言したソマリランドの平和構築の試みが行われていた。 

 第 4 期は 1995 年 4 月から 2000 年前半の時期であり、国際社会の関心が急速に萎え、ソ

マリア紛争が「忘れられた」、あるいは放置されていた時期に相当する時期である。言い換

えれば、特に外部に大きな問題をもたらすことがない「崩壊国家」ソマリアの相対的な安

定・均衡期である。無論、この時期においても紛争が終息したわけではなく、SNA 勢力に

よる南部の農耕地への侵攻を受けて、この地をめぐるクラン間の対立が激化する傾向にあ

った。その一つの勢力が 1995 年 10 月に設立されたラハンウィン抵抗軍（Rahanweyn 

Resistance Army: RRA）であった。RRA はベイ（Bay）、バコール（Bakool）というバイド

アを中心とする南部地域で SNA への抵抗運動を展開した。また、1998 年には北東部のプ

ントランド（Puntland）において自治政府が樹立された。 

 第 5 期は 2000 年 8 月から 2004 年 9 月であり、混乱する南部を中心とした新たな暫定政

府を樹立する試みが行われてきた。その一つが 1999 年 9 月から 2000 年にかけて隣国ジブ

チがイニシアティヴをとって行われたソマリア国民平和会議であり、開催都市に因み通称

                                                                                                                                                                  
リア民主運動（Somali Democratic Movement: SDM）、ソマリア愛国運動（Somali Patriotic 
Movement: SPM）、SNM が含まれる。 
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アルタ・プロセスと呼ばれる。この成果として 2000 年 3 月には憲法に相当する「憲章」が

採択されたほか、同年 8 月には暫定国民政府（Transitional National Government: TNG）大統

領が選出された。その後、大統領と 245 名からなる議会がアルタから首都モガディシュに

移動し、国内に国際的な承認を受けた暫定政府を樹立し、国連、アフリカ統一機構

（Organization of African Unity: OAU）、政府間開発機構（Inter-Governmental Authority on 

Development: IGAD）、アラブ連盟など国際機関の議席を回復することになった。 

 ここで発足した暫定政府の中心勢力は、通称「モガディシュ・グループ」と呼ばれるモ

ガディシュを基盤とするハウィヤのサブクランのハブルゲディルであり、アラブ諸国の支

援を得、親イスラム勢力という特徴を有していた。TNG への対抗勢力として 2001 年に、

モハメド・ファラー・アイディードの長男であるフセイン・モハメド・ファラー・アイデ

ィード（Hussein Mohamed Farah Aideed）の指導のもとで設立されたのがソマリ和解復興評

議会（Somali Reconstruction and Reconciliation Council: SRRC）である。SRRC は当初はクラ

ン横断的な色彩を持ち、TNG を急進派イスラム勢力として非難するとともに、隣国エチオ

ピアとアメリカの強い支援を得た反イスラム勢力という性格を持つ組織であった。そして、

SRRC を後に率いることになったのが、アブドライ・ユースフ・アーメド（Abdullahi Yusuf 

Ahmed）であり、2002 年にエチオピアの支援を得る形でプントランドの「大統領」に就任

した。この局面で、イスラムをめぐる対立軸が加わる形になったと考えられる。ただし、

TNG 設立の試みは、結果的には国内和平をもたらす上での十分な成果を上げることなく、

2003 年までの期限を以って終了した。 

 第 6期は、2004年 10月から 2006年までの時期で、国外において暫定連邦政府（Transitional 

Federal Government: TFG）が形成された時期である。これは、IGADのイニシアティヴによ

って行われたケニアのナイロビでのソマリア国民平和会議を踏まえ、TNGの後継新政府と

して樹立されたものである。2004 年 2 月に憲章が採択され、8 月に暫定連邦議会4が設立さ

れ、10 月にはプントランド大統領のユースフが暫定連邦議会の選挙を経て大統領に選出さ

れた。11 月にはアリ・モハメド・ゲディ（Ali Mohamed Gedi）が首相に任命され、2005 年

1 月に閣僚名簿が発表される形で、正式にTFGがナイロビに発足した5。しかし、この段階

ではソマリア国内に拠点を置く政府ではなく、ソマリア国内への影響力は限定的であった。 

さらに、ゲディが首相に任命されたことはこれまで首都モガディシュの多くの地域を支配

下においていたハウィヤの有力勢力を TFG には取り込まないことを意味した。ゲディ自身

はハウィヤではあったが、「モガディシュ・グループ」の中心的なサブクランのハブルゲデ

                                                      
4  暫定連邦議会の議員構成に関しては、4.5 フォーミュラという、クラン間の権力分有の

仕組みが用いられている。これは、ダロッド、ハウィヤ、ディル、ディギル・ミリフル

の 4 クランとともに、このクランからは漏れる「少数派」を 0.5 という形で取り込み、

クラン間の対立を減じる試みが行われている。 
5  TFG に対し、ヨーロッパ連合（EU）が年間 5000 万ユーロの支援を行うことになったほ

か、世界銀行からの支援もあり、多くは閣僚や議員への給与支払いに充てられた。 
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ィルではなく、バーレ政権崩壊後には対立関係にあったサブクランであるアブガル／ウー

サンガリに属する人物であった。このように TFG の大統領と首相、さらに主要な閣僚メン

バーが親エチオピアの SRRC を中心とする形で包括性を欠き、構成上偏りを持ったため、

「モガディシュ・グループ」はこの政権に対し批判的な立場をとった（Menkhaus［2007b: 

361］）。 

 この時期、ソマリア国内ではイスラム法廷連合（Union of Islamic Courts: UIC）が中心的

な勢力として台頭していた。こうしたイスラム勢力台頭への脅威を感じたアメリカは、2006

年 2 月に CIA を通じた資金的援助を提供する形で、こうしたイスラム主義勢力に対抗する

ために平和の回復と対テロのための同盟（Alliance for the Restoration of Peace and 

Counter-Terrorism: ARPCT）を結成した。これはハウィヤの 9 つの民兵の指導者やビジネス

マンなどの連合体であり、時期的にはそれまでナイロビで活動していた暫定連邦議会がソ

マリア領内のバイドアで開催され始めた時期と符合していた。そして、2006 年 2 月から 6

月にかけて、ARPCT は南部における勢力の拡大を図るために UIC との間で激しい戦闘を

繰り広げたが（これは第 2 次モガディシュ戦争と呼ばれることがある）、最終的には 6 月ま

でに UIC により打倒されて、この後南部は UIC の勢力下におかれ、比較的安定した時期を

迎えることになった。 

 第 7 期は 2006 年 6 月から 2006 年 12 月までのUIC支配期である。ここでUICが広域支配

を実現できたのは、ARPCTへの軍事的勝利にみられるような軍事力によるものではなかっ

た。むしろ、統治下においた地域において広い支持を獲得できたことによる。首都モガデ

ィシュに関しては、それまで大きな影響力を及ぼしていたクランを基盤とした「軍閥」や

民兵組織を駆逐できたこと、クラン間の対立を表面的には覆い隠すイスラム主義を前面に

押し出す形での統治論理が用いられたことがある。また、クランに関してもモガディシュ

の中心勢力であったハウィヤのサブクランのハブルゲディルがUICを強く支持したのであ

る（Menkhaus［2007b: 371］）。ただし、UIC自体は多くの勢力を糾合した緩やかな連合とい

う特徴を有していた。執行部議長（Executive Committee Chairman）は穏健派のシェイキ・

シャーリフ・シェイキ・アーメド（Sheikh Sharif Sheikh Ahmed）であったが、アウエス（Hassan 

Dahir Aweys）のようにサラフィスト（salafists）と呼ばれる強硬派6も強い指導力を有して

いた。特に軍事面では、資金面、武器の調達面においてはほぼアウエスがコントロールし

ていた。また特徴的な現象としては、UIC内部における権威の制度化が進みにくい状況が

生まれたことである。権威の制度化が不十分だったことはUICによる声明が一貫性を持た

ないことにも現れることとなり、UICの中心勢力は穏健派なのか、それとも急進派なのか

をめぐって国際的な議論が喚起されたのである。 

 この間、アラブ連盟の仲介のもとでTFGと穏健派との間での交渉がスーダンの首都ハル

                                                      
6  この言葉はイスラムのワッハーブ派につながる語感を有していると指摘されている

（Menkhaus［2007b: 371］）。 
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ツームで数度にわたり行われたが、生産的な成果は得られなかった。さらに、UIC統治下

では映画の上映禁止、カット7の違法化、男女両性が参加する会合の違法化など、アフガニ

スタンのタリバンの統治に類似した政策がとられた。こうした状況に対し、UIC急進派は

隣国エチオピアとの緊張が高まっていることを吹聴するキャンペーンを展開した。しかし

このキャンペーンに関し、果たして急進派がこの時点で本当にエチオピアとの戦争を望ん

でいたのか、それとも単に戦争の脅威を国内的に扇動する形でソマリア国内の支持獲得を

目指したのかに関しては疑問が残されている（Menkhaus［2007b: 379］）。 

 第 8 期は 2006 年 12 月から 2009 年 1 月までの時期であり、エチオピア占領を伴う TFG

による「統治」期である。この時期の対立軸は、第 5 期以降の軸を引き継ぎつつ、親エチ

オピア、反イスラム勢力の首都を中心とした部分的支配の一方で、イスラム勢力が急進化

し勢力拡大する一方で、イスラム勢力が保守派と穏健派に分断するという様相を示す。具

体的には、南西部の都市バイドア（Baidoa）に拠点を置いていた TFG と UIC との間の武力

衝突が激化し、2006 年末には圧倒的な軍事力を背景とし TFG を支援する隣国エチオピア

が自衛を目的に宣戦布告をして武力介入を行った。エチオピア軍は UIC 拠点に空爆を行っ

たほか、2007 年 1 月にはアメリカの支援をも受ける形で TFG が首都モガディシュを制圧

し、南部を軍事的に掌握する局面を迎えた。 

 TFGの進出により、UICは解体を宣言するとともに、武装勢力の主力がケニア国境方面

へ後退しただけでなく、それまで獲得していた武器を民兵やクランの有力者に返還する作

業が進められた。UICという緩やかな連合体は、この時点においてその形を喪失するが、

連合体を構成していたそれぞれのコンポーネントが、この後のソマリア南部、さらにはソ

マリア和平プロセスにおいて一定の影響力を有する段階に入っていく。UIC解体後、シェ

イキ・シャーリフを含むUIC指導部の多くは､エリトリアの首都アスマラ（Asmara）に拠点

を移し、エリトリア政府から軍事教練を含む軍事的、政治的支援を受け「アスマラ・グル

ープ」と呼ばれていた。この勢力が中心となり、2007 年 9 月に行われたTFG主導の国民和

解会議直後に結成されたイスラム主義勢力の反政府勢力の同盟体がソマリア再解放同盟

（Alliance for Reliberalization of Somalia: ARS）である。ARSはTFG、並びにエチオピアとの

対立を明確に打ち出したものの、広範な勢力から構成されており、穏健派のシェイキ・シ

ャーリフのほか、急進派のアウエス、さらにはTFGの元副首相なども含まれていた。反TFG、

反エチオピアの勢力はARSだけにはとどまらす、UICの分派でイスラム主義急進勢力は、

アル・シャバーブ（Al-Shabaab）8を形成した。この時期の「紛争」の様式に関わるもう一

                                                      
7  ソマリアやイエメン等で大量に消費される覚醒作用を有する植物の葉であり、エチオピ

ア等で生産されている。 
8  アル・シャバーブは基本的にはソマリア南部で活動する三つのグループから構成される

とみられている。第一に首都モガディシュ、ガルグドゥード（Galguduud）とヒラーン

（Hiraan）で活動するグループ、第二に西部ベイ、バコール、シャベール（Shabeele）で
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つの特徴として、「自爆テロ」という手法がソマリアにおいて導入が確認されていることが

ある9。 

 こうした情勢を受け、新たな平和実現に向けた取り組みを求めるために、2007 年 9 月に

国連事務総長のソマリア特別代表に任命されたのがモーリタニアの外交官オールド－アブ

ダラー（Ahmed Ould-Abdallah）である。国連がスポンサーとなり、オールド－アブダラー

が牽引する形でソマリアにおける平和実現のための交渉が 2008年 5月 9日に始められたが、

これが「ジブチ和平交渉」である。この交渉の狙いはソマリア安定に向けた強固な同盟（あ

るいは政権連合）を形成すると同時に、急進派の周縁化を狙うものであったとみられる

（ICG［2008: 23］）。この時期は本稿における第 5 期に明示的に現れた対立軸であるエチオ

ピアとの関係とイスラム主義への立場を中心としながら、複雑なクラン間の関係を織り込

む形で事態が進行する形となった。エチオピア軍の駐留の長期化、TFG の反イスラム姿勢

はイスラム主義勢力の急進化と勢力拡大をもたらすとともに、和平交渉への対応における

イスラム勢力の分断、あるいは細分化を助長する結果をもたらすことになった。 

最後に、現段階にまで至るのが第 9 期であり、2009 年 2 月以降の TFG 統治の試行期に

当たる段階である。2009 年 1 月に南部ソマリアをめぐる情勢は大きな転換期を迎えた。そ

れは「ジブチ交渉」における大きな争点でもあった駐留エチオピア軍が、前年以降表明し

ていたスケジュール通り撤退を開始し、1 月 26 日に完了したことである。その後は、治安

維持に関わっているウガンダとブルンジの部隊から編成されたアフリカ連合のソマリアミ

ッション（AMISOM）が基本的にはその機能を期待されているが、アル・シャバーブなど

の反 TFG 勢力の標的になったり、こうした勢力との間で交戦状況が生まれたりするなど、

治安維持の実現には至っていない。 

 2008 年末にユースフが辞任し空席になっていたTFG大統領を含む執行部が新たに選出

された。2009 年 1 月 31 日にはジブチで開催されたソマリア暫定連邦議会において、穏健

派イスラム主義の立場をとってきたARSのシェイキ・シャーリフを新大統領に選出した。

そして、2 月 13 日には新首相にシュリマルケ（Omar Abdirashid Sharmarke）が任命された。

シュリマルケは暗殺されたソマリアの議会制期最後の大統領の子息であり、ダロッド出身

でもあることから、これまでのTFG執行部との比較の上ではソマリアの中部、並びに南部

                                                                                                                                                                  
活動するグループ、第三にジュバ渓谷で活動するグループである。またアウエスの率い

た ARS の急進派勢力 ARS-A（A はアスマラを指す）との強い関係があるという観測が

あるほか、2008 年 2 月にはライス米国務長官（当時）が、「テロ組織」の認定を行って

いる。また、武器や活動資金の提供に関してはエリトリアの関与が従来指摘されてきた

が、アラブ諸国がエリトリアやジブチのチャンネルを利用して提供しているとの疑惑も

存在する。さらに、周辺諸国からのジハード主義者勢力のソマリアへの流入も指摘され

ている。ただし、アル・シャバーブとアル・カイダの直接的なつながりについては必ず

しも確認されていない（ICG［2008: 11-16］）。 
9  ソマリアにおける初めての「自爆テロ」は 2007 年 4 月中旬に確認されている。 
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におけるクラン間のバランスへの配慮がなされる結果となった。TFGの課題はイスラム法

の適用をどの程度行うかという点にあったが、これに関しては反政府勢力との交渉を円滑

に進める目的もあり、一定の適用を行う方針が 2009 年 2 月 28 日までにシェイキ・シャー

リフによって示された10。ただし、女子の学校教育や音楽、テレビ放送の禁止などの厳格

な適用には否定的な見解を示している。さらに海賊問題に関しては、シャリーアに反する

として容認しない姿勢を示している11。 

 南部においてはアル・シャバーブの影響力は依然強く、2008 年前半以降ゲリラ戦術から

街を占領する方針で武装闘争を展開し、キスマヨ（Kismayo）やマルカ（Marka）など南部

の主要都市を実質的に手中に収めている状況にあるなど、新たに発足した現在のTFGが対

処する必要のある治安の実現と維持に関わる課題が山積している（第 3 次モガディシュ戦

争とも呼ばれる状況にある）。また、2009 年 1 月にはアル・シャバーブと共闘態勢を示し

つつも、4 つのイスラム勢力12が統合した新勢力イスラム党（Hizbul Islam）が形成され、

主に南部地域で勢力を伸張させてきた。2009 年 9 月末には戦略的な港湾都市キスマヨ近郊

でアル・シャバーブとイスラム党間で、キスマヨの統制権をめぐる戦闘が勃発するなど、

反政府勢力間の関係図式も流動な状況にある。また．民主化を進めてきたソマリランドで

は 9 月に予定されていた総選挙が延期されたり、プントランドとの境界地域に居住するダ

ロッドのサブクランであるハーティ（Harti）への強権的な対応がプントランド政府等の非

難を受けるなどして、これまで比較的安定しているとされてきた地域の一部でも流動的な

状況が生まれている。 

 

 

第 2 節 ソマリアをとらえる視座をめぐって 

 

 上記のように、少なくとも 1991 年 1 月以降実効的な領域統治を行うことができる政府の

不在が継続的に存在している点が、国家としてのソマリアのあり方と大きな特徴となって

いる。他方、ソマリランドが「独立」を宣言し政府を樹立したほか、プントランドでは自

治政府の樹立が見られ、また中・南部ソマリアでも一時的ではあったもののイスラム主義

勢力によって一定の領域統治が行われるなど、首都モガディシュに政府不在の状況下にお

いて、自律的・自発的な統治のあり方が模索されるダイナミズムも同時に観察されてきた。

                                                      
10 シェイキ・シャーリフの宗教的基盤となるイスラム聖職者協議会（Islam Clerics Council）

は、シェイキ・シャーリフに対して、2009 年 3 月 1 日から 90 日以内にイスラム法の適

用を求めるとともに 120 日以内に AMISOM のモガディシュからの撤退を要求している。 
11 こうした政策に対し、2009 年 3 月半ばには、アル・カイダの指導者ウサマ・ビンラディ

ンによるシェイキ・シャーリフ打倒の音声メッセージが流されたと報じられている。 
12 ARS-A、イスラム戦線（Jabhatul Islamiya）、アノール派（Muaskar Anole）、ラス・コンボ

ニ派（Mu'askar Ras Kamboni）の 4 組織である。 
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こうした形で実効的な統治能力を国土全体に及ぼすことのできる政府不在という国家の特

殊状況をどのようにとらえるかをめぐり、様々な議論が行われてきたのである。 

 

1. 「崩壊国家」という視座の射程と限界 

 

 筆者は、ソマリアを「崩壊国家」と位置づけてこれまで議論を行ってきた。この視座は

基本的に国際政治学の中心概念の一つでもある主権（sovereignty）が問題化されている状

況としてソマリアの提起する課題を提示しようとするものであった。その際に、クラズナ

ーの主権に関する議論を援用し、「政府」をクラズナーの定義において「国内的主権」

（domestic sovereignty）にかかわる組織とし、一部「外」との交流を念頭に置きつつも主

に「内」にかかわる統治に焦点を当てた組織の側面と考え、「国家」を「国際法的主権」

（international sovereignty）と「ウェストファリア的／ヴァッテル的主権」（Westphalian/ 

Vattelian sovereignty）にかかわる、特に「外」との関係をめぐる法と政治にかかわる組織と

いう形に便宜的に分けて検討した。こうした形で「国家」と「政府」を区別することによ

り、非「国家」と非「政府」は、定義の上では前者は何らかの理由で「国際法的主権」と

「ウェストファリア的／ヴァッテル的主権」を実行できない組織や政体、後者は「国内的

主権」を実行できない組織や政体となる。言い換えれば、非「国家」は他国からの国家と

しての承認を得ることができない組織、あるいは国内の政治的権威が外部主体から自律し

ておらず、何らかの影響を受ける組織であり、非「政府」は国内の実効的な統治を実現で

きていない組織ということになる。上記の概念整理をもとに暫定的に作成したのが図 2 で

ある。 

ソマリアがその典型例である「崩壊国家」は本章で定義する「政府」を喪失した状態で

あり、しばしば「国家性の喪失」（statelessness）といった表現を用いる形で議論の俎上に

上ってきた。「崩壊国家」に至った場合には、政府自体が領民を抑圧する志向性を持つか持

たないかということはすでに問題にならなくなるところまで政府機能は失われている。し

かしこれを「国家性の喪失」といった形で概念化することは国家をめぐる内の論理に偏り

すぎた議論という側面を有している。「崩壊国家」は確かにその政府機能を失っていること

によって、他の国家とは大きく異なる状況であることは確かである。上記で行った概念設

定に基づいて解釈すれば、「崩壊国家」は「国内的主権」が極限的な形で失われているから

である。しかし、現代世界において「崩壊国家」は当該国家の消滅と同義ではないことに

留意する必要がある。上記の点を敷衍しよう。「崩壊国家」は、内なる統治の論理からすれ

ば「政府」が機能していないことにより国家の体をなしていないことにはなるが、その国

家は「国家」として完全に消滅してしまったわけでは当然ない。国際社会における認識の

上では、その国家は引き続き存在している。言い換えると国際法上国家の要件のひとつと

して考えられている実効的な政府の存在していない国家が「崩壊国家」という形で存立し
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続けているという状況が生まれているのである。「崩壊国家」は、言い方を換えれば、「国

内的主権」が極限的に失われ、「国際法的主権」によってのみのその存立が担保され、その

枠組みの中で再建が期待される国家の状況として理解されるわけである。こうした領域統

治を実効的に行うことができる「政府」を有しない「崩壊国家」の存在が国際社会の中で

許容されるとともに、問題とされる事象として、近年国際的な関心を引き、対症療法的な

対応が図られているソマリア沖の海賊問題が位置づけられることとなる。 

また、「崩壊国家」は「ウェストファリア的／ヴァッテル的主権」のもとで外部からの介

入には国際社会のルールに基づいた一定の手続きを必要とする状況にもある。安全保障理

事会の承認を経て行われた 1993 年の第二次国連ソマリア活動（UNOSOMII）の失敗と撤退

後は、ソマリアはほぼ国際社会の中で放置され続け、「忘れられた紛争」という側面を有し

ていた。隣国エチオピアをはじめとした域内諸国や諸外国が積極的に占領を試みる動きが

あったわけでもない。2006 年末に TFG 支援の形でエチオピア軍が侵攻し、一時首都モガ

ディシュを事実上掌握したが、これはそもそもソマリアの占領・統合を意図したものでは

なかった。ここには、「崩壊国家」に対しても、その領土を侵犯することは「内政干渉」と

して認識され、それを規制・自制しようとする規範が国際社会の中に存在していることが

明確に示されている。 

 こうした形で国際政治の枠組みの中で「崩壊国家」をとらえ直すことは、近代の国際社

会に内在する問題、あるいは「国家はいつ国家であり得るか」を決める基本構造に由来す

ることをある程度明らかにする意味を有している。ただし、構造的な側面を明らかにする

にとどまることは、その分析が非常に「静的」にならざるを得ないという限界を有してい

ることもまた事実である。従って、次に見るような「状況」的な問題認識を加えた相補的

な角度から改めて検討する意義はあると考えられる。 

 

2. 「国家崩壊」概念を問題化する視座の射程と限界 

 

 ソマリアを事例としながら、ソマリアを「国家崩壊」（State Collapse）と認識して議論す

ることの問題性を強く主張する議論が、近年、例えば地理学者ハグマンと人類学者ヘーネ

の論文の中で行われている（Hagmann and Hoehne［2009］）。ここで問題とされ批判の対象

となっているのは、ソマリアに見られるような国家の変容のあり方を、通常の国家の姿か

らの「逸脱」ととらえる視座である。M・ウェーバー的な国家像、すなわち暴力の独占に

より暴力を抑止する国家、あるいは西洋の自由民主主義のもとで運営される国家像への回

帰を、「紛争」「国家崩壊」の問題解決の前提として想定する「国家収斂」説（”state 

convergence” thesis）と彼らが呼ぶ視座がそれに当たる。そして、国民国家像を「超えた」

新たな政治的権威の実現の可能性を模索しようとする議論が展開されることになる。こう

した論点は、言い換えれば、対処の必要な問題としてよりもアフリカの国家における機会、
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あるいは国家の変容過程として、より積極的に「国家崩壊」状況をとらえようとする視座

であり、状況に即した新たな政体（代替的／暫定的行政、あるいはその制度）が形成され

つつある状況を肯定的にとらえようとする視座とみることもできる。先に設定した筆者の

概念枠組みを援用すれば、国内的な統治能力を有する「政府」は不在でも秩序を実現する

上で社会の持つ回復力（resilience）を十分に評価し、そこで生起する現実を積極的に今後

のアフリカにおける国家形成のあり方に反映させていく必要性を認める視座と読み替える

ことも可能である。 

図 3 は、ハグマンらがソマリの居住地（ここでは彼らの議論の対象となっているエチオ

ピア東部は除く）におけるバーレ政権崩壊後から本報告の執筆時までの政治秩序の軌跡を

整理したものである。なお、本章での概念利用とは必ずしも整合的ではないが、彼らが用

いている概念はそのまま用いている。ここでは、先に示したように、ソマリアが、ソマリ

ランド、プントランド、南部ソマリアという 3 つに分断されているという認識に基づいて

簡単に整理されている。 

こうした議論は、M・ドーンボス（Martin Doornbos）がソマリアの状況に関して、主に

プントランドの事例に言及しながら、これは単にアフリカにおける近代国家がその機能を

弱めている嘆くべき状況というよりは、新たな「公的な権威」の生成にもかかわる、長期

的な国家再構築の過程という意味での「新たな出発点」ではないかとしてむしろ積極的に

評価しようとしている議論ともつながるものである（Doornbos［2006］）。こうした指摘は、

「政府」と社会の中間に位置しながら、過渡的な形で「政府」に代替する制度としての機

能を論じる「トワイライトな制度」（twilight institutions）の問題を提起する C・ルンド

（Christian Lund）の問題意識とも類似している（Lund［2006］）。ルンドは、「トワイライ

トな制度」を論じる視座は「上から」ではなくあえて「下から」の視角としての「公的な

権威」の問題としての試論的な概念を提起しているわけだが、従来の「政府」が崩壊、ま

たは失敗した場合に、何らかの「トワイライトな制度」が「政府」に代替することに関心

を寄せてもいる。筆者も、バーレ政権崩壊後の南部ソマリアにおける代替的な制度の確立

に関しても考察を加えたことがあるが（遠藤［2009c］）、あくまでも「政府」なき状況下で

過渡的にサービス提供を行う主体の存在を確認する以上のものではなかった。 

問題は、国際社会における国家は、社会の持つ回復力をベースに表われる新たな政治的

権威を追認する形で存立できるわけではないという問題である。歴史的には、長い時間の

変遷の中で「自（己）決（定）」（self-determination）の権利を有する主体は誰なのかが定め

られてきた。改めて述べるまでもなく、国家は一定の領域と領土とそこに居住する領民か

ら構成される内を統治すると同時に、他の国家との外交を含む国際関係や、近代世界にお

いて確立され整備されてきた国際法にも示される外との不断の関係の中に位置づけられて

いる。そして、こうした内と外の関係により国家が成立しているという基本的な原理の具

体的な内実をどのように設定するかによって、統治の装置と領民から構成される特定の政
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体（潜在的な国家の候補）が、実際にすでに国際社会を構成している国家に列する資格を

有する国家になることができるか否かが決定されるわけである。歴史的にもっとも新しい

自決主体として認定されたのが植民地を経験した地域の人々であった。しかも、そこには

植民地期の境界を変更できないというウティ･ポシデティス（uti possidetis）原則の保持と

いう強い条件が課せられたのである。まさに、この結果として「崩壊国家」とネガポジの

関係で出現しているのが、前項で示した「国家」無き「政府」としての「事実上の国家」

である。ソマリランドの事例が典型的に示しているように、「政府」を樹立し、政体の民主

化を進める取り組みを行ってきたものの、国家承認を受けるには至っていない。 

残念ながら、ハグマンらの議論は、こうした「国家」の設立に関わる外の強い制約に十

分に自覚的ではない。実際、これまでもハーブスト（Jeffrey Herbst）が主張してきたよう

なソマリランドへの国家承認といった「国際法的主権」に関わる部分をより柔軟に運用す

べきであるという点を支持している。しかし、筆者がかつて検討したように（遠藤［2006］）、

ソマリランドの独立には様々な法的、政治的制約が存在していることは否めず、内的な、

そして自生的な政治秩序の形成とそのための制度化への報奨として国家承認が行われると

いった形で、国家承認と「国家」に関わる「国際的主権」が運用される国際的なルール・

規範は現段階では未確立である。それ故にこそ、「崩壊国家」ソマリアと「事実上の国家」

ソマリランドという、従来の国家像から逸脱した政体が、現在の国際社会に併存するとい

う状況が生まれているのである。 

 

 

おわりに 

 

 ソマリアにおける「紛争」を経た国家形成はどのように可能だろうか。それともここで

見られる「紛争」はその不可能性を示すものであるのか。そして、もし可能であるとすれ

ば、これまで失敗を繰り返してきた外部者が関わる国家建設（state-building）という形で

進められる必要があるのか。それとも現在未確立ではあるものの自発的な政治秩序形成を

追認する形での国家要件を新規に定める形の国際社会側のルールのなにがしかの変更とい

った対応が求められるのか。ソマリアにおける国家をめぐって問われるべき課題は非常に

多岐にわたる。 

その手続きとは別に、ソマリアにおける今後実現可能な（本章で設定した「国家」＋「政

府」としての）国家はどのようなものであるのかが改めて問われる必要がある。この問い

に関して、例えばメンカウスは、中央政府が領域の周辺において実効的な権威を実現する

意思はあるものの、能力が欠落している場合には、中期的に見た場合、さまざまな地域で

実効的に機能している制度を活用して治安と秩序の実現を図る形で、間接的な関与を行う

「仲介国家」（Mediated State）を、唯一可能なモデルとしてソマリアに関して提起してい
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る（Menkhaus［2007a］）。これは「暴力を独占することによって暴力を抑止する」という

M・ウェーバーの国家とは異なるモデルの一つの提案としては興味深い論点を提起するも

のではある。しかし、ソマリアにおける現状は、そもそもこうした提案が遂行されるため

の様々な条件を十分に満たすところまでいっていない。さらに、たとえ中・南部ソマリア

に正統性と実効性を伴った政府が樹立されたとしても、今度は「政府」無き「国家」とし

て、あくまでも「独立」を主張する「事実上の国家」ソマリランドとの関係をどうするか

といった課題は残ったままである。 

 本章では、国際社会の「基本構造」と「状況」という二つの角度から、改めてソマリア

が提起している、国家に関わる問題領域の広がりを確認してきた。問題の所在は、ソマリ

ア国内にあるといえると同時に、ソマリアという「国家」を一構成員としている現代国際

社会そのものの成り立ちも関わっていることがわかる。その意味で、ソマリアの「紛争」

が提起している問題は、21 世紀国際社会における国家とは何かという実に先端的なもので

あり、それをどのような視座で問うかについてさらなる作業が求められている段階にある。 
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図 1 ソマリクランのクラン系図 
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（出所）Lyons and Samatar［1995: 9］、Brons［2001: 18-29］を修正して筆者作成。 

 

 

 

図 2 「国家」と「政府」、非「国家」と非「政府」から見た類型 
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非「政府」 崩壊国家 NGO 

（出所）筆者作成。 
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図 3 ソマリの政治秩序の軌跡（1991～2007 年） 
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